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第一 被告の減点査定理由の変遷について 

一  被告は、以下に述べるように、次々と減点査定の理由を変更してきた。被告の

減点査定の理由が変遷していること自体、被告の本件減点査定が十分な検討の結果

合理的な根拠に基づき的確な判断として行われたものではないことを如実に示す

ものと言わなければならない。 

１  増減点連絡書（乙第四号証、同五号証） 

 被告は、増減点連絡書においては、吉田真喜子についての減点査定理由を「Ｂケ」

（「過剰と認められる手術」）とし、阿部悦子については、「Ｄケ」（「不適当又

は不必要と認められる手術」）としていた。 

２  平成七年一〇月一七日付け「再審査の結果について（通知）」（甲第四号証） 

 被告は、原告の行なった再審査請求に対し、平成七年一〇月一七日付けでこれを

棄却する旨の決定を行なったが、その「再審査の結果について（通知）」において

は、吉田真喜子についても阿部悦子についても減点査定の理由を「歯冠修復の製作

に係る一連の診療行為における暫間被覆冠は所定点数に含まれます（平成六・三・

一六保険発二五）」と記載していた。 

３ 平成八年五月一〇日付け被告準備書面（一） 

 本件訴訟提起後、原告は被告に対し、減点査定理由に関する求釈明を行ない、被

告は、原告の求釈明に対して、減点査定の理由を説明してきた。まず、平成八年五

月一〇日付け被告準備書面（一）では、吉田真喜子の減点査定理由を「Ｂケ」から

「Ｂク」（「過剰と認められる処置」）と訂正し、阿部悦子の減点査定理由につい

ては「Ｄケ」から「Ｄク」（「不適当又は不必要と認められる処置」）と訂正した。 

４  平成八年六月二四日付け被告準備書面（二） 

 次に、被告は、平成八年六月二四日付け被告準備書面（二）において、吉田真喜

子の減点査定理由について、「原告の請求したいわゆる『歯周治療用装置（被覆冠）』

は、歯周治療用装置ではなく、前装冠の装着を目的とした最終段階の治療の一環（す

なわち、最終的な治療としての歯冠修復の一環）として行ったものであるから、暫

間被覆冠に当たり、その費用は、歯冠修復の所定点数に含まれることになる。」と



し、阿部悦子の減点査定理由については、「原告の請求したいわゆる『歯周治療用

装置（被覆冠）』は、歯周治療用装置ではなく、最終的な治療としての欠損補綴の

一環として行ったものであるから、暫間被覆冠に当たり、その費用は、欠損補綴の

所定点数に含まれることになる。」とした。 

５ 平成九年七月一四日付け被告準備書面（五） 

 被告は、さらに、平成九年七月一四日付け被告準備書面（五）においては、吉田

真喜子の減点査定理由について「最終的な歯冠修復が可能な状態にもかかわらず、

歯周治療用装置を装着したとして点数を算定することは過剰である。」とし、阿部

悦子の減点査定理由については「本来点数を算定できない暫間被覆冠について歯周

治療用装置として点数を算定することは不適当である。」とした。 

６ 平成九年一一月二七日付け被告準備書面（七） 

 被告は、この準備書面では、吉田真喜子及び阿部悦子の両名について、従前の減

点査定の理由に付加して、「メタルコアを製作するまでの間に被覆冠を装着する場

合は、歯冠修復あるいは欠損補綴物の製作に係る一連の診療行為に該当し、メタル

コアの所定点数に含まれる」との主張を行った。 

８ 平成一〇年二月六日付け被告準備書面（九） 

 被告は、この準備書面において、吉田真喜子については「治療計画書に基づく治

療であるならば、早期に歯周治療用装置を装着して治療を行なう必要があることか

ら、原告の行なった治療は、治療計画書に基づく治療とは言えない」と主張し、阿

部悦子についても「最終段階になって古いブリッジを除去したら新たな疾患が発見

されたとする原告の治療は、そもそも治療計画書に基づく治療方法（P・型）では

ない」と主張し、「本件歯周治療用装置は治療計画書に基づくものではないから保

険点数を算定することはできない」との新しい主張を始めた。 

二 以上述べたように、被告の減点査定の理由は、次々と変遷している。 

１ 被告は、当初は、吉田真喜子については「Ｂケ」（「過剰と認められる手術」）

とし、阿部悦子については「Ｄケ」（「不適当又は不必要と認められる手術」）と

していたが、訴訟の段階になると、吉田真喜子については「Ｂク」（「過剰と認め

られる処置」）と訂正し、阿部悦子については「Ｄク」（「不適当又は不必要と認

められる処置」）と訂正した。「手術」と「処置」を誤ること自体考え難いことで

あるが、この点は置くとしても、「過剰と認められる処置」という理由についても、

「不適当又は不必要と認められる処置」という理由についても、本件減点査定の理

由としては、明らかに誤った理由と言わなければならない。 

    被告は、「過剰と認められる処置」とは「最終的な歯冠修復が可能な状態にも

かかわらず、歯周治療用装置を装着したとして点数を算定することは過剰である」

との趣旨であるとしている。しかし、「過剰と認められる処置」とは、被告も認め

ているように、「診療内容、症状、経過から判断して、当該医療行為が不必要に多

いと考えられるものをいう」のであり、診療行為が過剰であるかどうかの問題であ

って保険点数の算定が過剰であるかどうかの問題ではないからである。また、被告

は、「不適当又は不必要と認められる処置」とは「本来点数を算定できない暫間被



覆冠について歯周治療用装置として点数を算定することは不適当である」との趣旨

であるとしている。しかし、「不適当又は不必要と認められる処置」とは、被告も

認めているように、「保険医療として、不適当又は不必要と解されるものをいう」

のであり、診療行為が不適当又は不必要であるかどうかの問題であって保険点数の

算定が不適当又は不必要であるかどうかの問題ではないからである。 

 さらに、被告は、平成七年一〇月一七日付け「再審査の結果について（通知）」

において、「過剰と認められる手術（処置）」及び「不適当又は不必要と認められ

る手術（処置）」として減点査定した理由について、「歯冠修復の製作に係る一連

の診療行為における暫間被覆冠は所定点数に含まれます（平成六・三・一六保険発

二五）」との説明を行なっている。この説明によると、本件暫間被覆冠は歯冠修復

の製作に係る一連の診療行為における保険点数に含まれ、その診療行為はそれ自体

独立しては保険点数算定の対象とはならないという趣旨と考えられる。しかし、「過

剰」とは「当該医療行為が不必要に多い」ことを理由として保険点数の算定を認め

ないこと、すなわちその診療行為自体は保険点数の算定の対象となりうるものであ

るが不必要に多く繰り返されていることから保険点数の算定を認めないことをい

うのであって、「歯冠修復の製作に係る一連の診療行為における暫間被覆冠は所定

点数に含まれます（平成六・三・一六保険発二五）」という理由と「過剰」という

理由とには重大な齟齬があると言わなければならない。また、「不適当、不必要」

とは「当該医療行為が医療行為として不適当、不必要である」ことを理由として保

険点数の算定を認めないことをいうのであって、「当該医療行為が保険点数を算定

する上では一連の医療行為に包摂されて評価されることから、独立しては保険点数

を認めない」ということではないのであるから、「不適当、不必要」という理由と

「歯冠修復の製作に係る一連の診療行為における暫間被覆冠は所定点数に含まれ

ます（平成六・三・一六保険発二五）」という理由とにも重大な齟齬があると言わ

なければならない。 

２ また、被告は、本件訴訟において、原告が「歯周治療用装置として保険点数が

算定される要件として、・治療計画書に基づくこと、・最終的な治療として歯冠修

復及び欠損補綴を行なうまでの間に行なわれること、・残存歯の保護と咬合の回復

のために行なわれること」の三要件を主張するや、減点査定を行なった時点におい

てはその理由とはしていなかった主張を新たに減点査定の理由として主張し始め

た。 

 即ち、被告は、平成一〇年二月六日付け被告準備書面（九）において、突然「本

件歯周治療用装置は治療計画書に基づくものではないから保健点数を算定できな

い」という主張を行なうに至った。被告が、突然このような主張を行ない始めたの

は、原告が主張した前記三要件のうち「・治療計画書に基づくこと」の要件を否定

する必要があったことから、それまでは考えてもいなかった主張を行なうに至った

ものであることは明らかである。 

３  以上述べたように、被告の減点査定の理由が変遷していること自体、被告の

本件減点査定が十分な検討の結果合理的な根拠に基づき的確な判断として行われ



たものではないことを如実に示すものと言わなければならない。 

 しかもこじ付け的に理由の説明を行わなければならなかった結果、その理由には

齟齬が生じている。さらには、原告の「三要件」についての指摘を受けて新たな主

張を行わざるをえなかった結果、本件訴訟の段階に至って、それまでは減点査定の

理由として全く述べていなかった主張を、突然主張し始めることさえ行っている。 

 このような被告の態度は、いやしくも診療報酬の適否を決定するという重大な使

命を担う機関としては、あまりにお粗末であり、恥ずべき行為であると言わなけれ

ばならない。 

 

第二 治療の経過（本件歯周治療用装置装着の経緯）と保険点数算定要件の充足 

一 治療の経過（本件歯周治療用装置装着の経緯） 

１ 吉田真喜子について 

 吉田真喜子(以下、吉田という)は、平成五年一一月六日、初診として来院した。

同人は、歯槽膿漏症を有していたほか、前歯四本・臼歯八本の齲蝕症の疾患を有し

ていた。そのため、原告は吉田に対して次のような治療を行なってきた。 

 平成五年一一月六日、初診時において、臼歯二本について齲蝕の処置を行なった

ほか歯周疾患に対する適応検査など所定の検査を実施した。 

 同月二〇日、この日は三度目の通院日であったが、歯周疾患に対する精密検査を

実施し、その検査結果に基づいて治療計画書を作成した。 

 その後、平成六年六月七日までの間は、臼歯を中心に治療を行った。 

 その後、吉田は、同人の都合により、前歯四本の治療を残したまま平成七年四月

一七日まで約一〇ヶ月間治療を中断した。 

 平成七年四月一七日、原告は、吉田に対し、歯周疾患についての治療を行なうと

同時に前歯四本について根の治療を開始した。 

 そして、同年六月六日、根の治療を行ってきた前歯三本に対して根管充填を行い、

根の治療を完成させた。その後、メタルコアーの印象採得を行い、歯周治療用装置

（被覆冠）を装着した。これが、本件で問題となっている歯周治療用装置（被覆冠）

である。また、この日は歯周疾患指導管理も行った。 

 同月一二日には、歯槽膿漏の処置を行った。 

 同月一三日には、歯周治療用装置を装着した前歯三本を含む四本の前歯に対して

歯冠修復を施すための硬質レジン前装冠の形の採得（印象採得）をした。 

 そして、同月二三日、前歯四本に対して歯冠修復物である硬質レジン前装冠を装

着した。 

２ 阿部悦子について 

 阿部悦子(以下、阿部という)は、平成六年一二月七日、初診として来院した。同

人は、歯周疾患を有していたほか、前歯六本・臼歯四本の齲蝕症ならびに臼歯三本

の欠損の疾患を有していた。そのため、原告は阿部に対して次のような治療を行な

ってきた。 

 平成六年一二月七日、初診時において、臼歯二本について齲蝕の処置のを行なっ



たほか、歯周疾患に対する適応検査など所定の検査を実施した。 

 同月一九日、この日は四度目の通院日であったが、歯周疾患に対する精密検査を

実施し、その検査結果に基づいて治療計画書を作成した。そして、その治療計画書

に基づいて歯周疾患及び齲蝕症並びに欠損の治療を開始した。 

 平成七年七月四日、右上のブリッジを除去し、右上第一大臼歯に歯周治療用装置

を装着した。これが、本件で問題となっている歯周治療用装置（被覆冠）である。

そして、右上第一小臼歯には根の治療を施し、根管充填を行い、根の治療を完成さ

せた。 

 同月一二日には、第一小臼歯の土台（メタルコア）の形を採得（印象採得）した。

同時に、第一小臼歯に歯周治療用装置を装着し、前回装着した第一大臼歯の歯周治

療用装置と連結し、ブリッジの歯周治療用装置を完成させた。この第一小臼歯に装

着した歯周治療用装置も本件で問題となっている歯周治療用装置（被覆冠）である。

また、この日には、歯肉のマッサージも行った。 

 同月一九日には、第一小臼歯に土台（メタルコア）を装着し、欠損補綴物である

ブリッジを製作するための形を採得（印象採得）した。それとともに、歯冠修復物

である右上第二大臼歯の部分被覆冠及び右上犬歯の硬質レジン前装冠の形を採得

（印象採得）した。 

 そして、同月二八日に、前回形を採得した欠損補綴物であるブリッジと歯冠修復

物である硬質レジン前装冠（歯冠修復物）を装着した。 

二 歯周治療用装置の保険点数を算定するための要件について 

１ 診療報酬算定規則並びに「二五号通知」について 

 保険医療機関等が基金に対して請求できる診療報酬の額並びに診療報酬を算定

するための要件については、「健康保険法の規定による療養に要する費用の額の算

定方法（点数表）」（平成六年三月一六日厚生省告示第五四号。以下「算定告示」

という）が定めているところである。右算定告示は歯周治療用装置について保険点

数を算定する要件について次のように定めている。 

  「ＩOl8 歯周治療用装置 

    １ 被覆冠（一歯につき）   五〇点 

    ２ 床義歯（一装置につき） 七五○点 

       注１ 治療計画書に基づく場合に算定する。 

        ２ 印象採得、保険医療材料等の費用を含むものとする」 

 また、右算定告示を適用する場合の解釈については、「新診療報酬点数表の制定

（昭和三三年告示の全部改正）等に伴う実施上の留意事項について（通知）」（平

成六年三月一六日保険発二五号。以下「二五号通知」という）が次のように定めて

いる。 

 「歯周治療用装置 

 （１）歯周治療用装置とは、治療計画書に基づき、最終的な治療として歯冠修復

及び欠損補綴を行うまでの間、残存歯の保護と咬合の回復のために行う被覆冠また

は床義歯をいう」 



 即ち、診療報酬算定規則並びに「二五号通知」によると、歯周治療用装置として

保険点数が算定されるためには、・治療計画書に基づくこと、・最終的な治療とし

て歯冠修復及び欠損補綴を行なうまでの間に行なわれること、即ち、最終的な治療

としての歯冠修復及び欠損補綴の一環として行なわれるものでないこと、・残存歯

の保護と咬合の回復のために行なわれること、の三要件を満たすことが必要とされ

ている。換言すれば、右三要件を満たす限り、歯周治療用装置としての保険点数が

算定されなければならないのである。 

２ 「歯冠修復及び欠損補綴を行うまでの間」の解釈について 

 二五号通知が、「最終的な治療として歯冠修復及び欠損補綴を行なうまでの間」

に行なわれた暫間被覆冠等についてのみ保険点数を認めたのは、最終的な治療とし

ての歯冠修復及び欠損補綴の一環として行われた暫間被覆冠については歯冠修復

及び欠損補綴の保険点数によって評価済であることから、これについては独立して

保険点数を認めないこととし（尚、二五号通知は、「歯冠修復及び欠損補綴物の製

作に係る一連の診療行為における暫間被覆冠、歯肉圧拝、歯肉整形、歯肉息肉除去、

特定薬剤等の費用は、それぞれの所定点数に含まれる」としているところである）、

最終的な治療以外の（つまり最終的な治療以前の段階で装着された）暫間被覆冠に

ついてのみ保険点数を認めることとしたものである。 

 そして、医療保険規則の解釈上、上記の「最終的な治療として歯冠修復及び欠損

補綴を行うまでの間」とは、以下に述べるとおり、「最終的な治療としての歯冠修

復及び欠損補綴のための印象採得実施時点まで」と考えるべきである。 

  医療保険規則では、「欠損補綴」を行うに際して「補綴時診断料」が算定され

ることになっている（甲第一八号証）。そして、この補綴時診断料について、「二

五号通知」は、「補綴時診断料は、患者の当該初診における受診期間を通じ、新た

な欠損補綴及び床裏装を行う場合に、『着手時点において』一回限り算定できるも

のである。」と定めており（甲第一八号証）、補綴時診断料は欠損補綴の着手時点

において算定する取り扱いとなっている。 

 そして、補綴物の印象採得が行なわれた場合の補綴時診断料の算定については

「最初の（補綴物の）印象採得時に補綴時診断料を算定して差し支えない」とされ

ている（甲第一九号証、日本歯科医師会雑誌「社会保険診療特集号」 一九九三  VOL

四六  NO.１、一五九頁）。 

 このように、補綴時診断料は欠損補綴の着手時点において算定するものとされ、

補綴物の印象採得が行なわれた場合の補綴時診断料の算定は最初の（補綴物の）印

象採得時に算定することとされている。このことは、補綴物の印象採得が行なわれ

た場合、診療報酬算定規則の上では「（補綴物の）印象採得の時点」が「欠損補綴

の着手時点」とされていることを意味する。そうであるからこそ、「（補綴物の）

印象採得の時点」で補綴時診断料の算定が認められているわけである。 

 以上述べたように、補綴物の印象採得が行なわれた場合、診療報酬算定規則上で

は「（補綴物の）印象採得の時点」が「欠損補綴の着手時点」とされている以上、

歯周治療用装置の算定要件とされている「欠損補綴を行うまでの間」（換言すると



「欠損補綴に着手されるまでの間」）とは「補綴物の印象採得に着手されるまでの

間」を意味するものというべきである。したがって、「補綴物の印象採得に着手さ

れるまでの間」に装着された被覆冠は、「欠損補綴を行うまでの間」に装着された

歯周治療用装置と認められるべきである。 

 そして、「最終的な治療として欠損補綴を行なうまでの間」とは「補綴物の印象

採得に着手されるまでの間」を意味するものと解される以上、「最終的な治療とし

て歯冠修復を行うまでの間」とは、「最終的な治療としての歯冠修復物の印象採得

に着手されるまでの間」を意味するものと言うべきである。 

 なお、メタルコアは歯冠修復物の土台となるものであり、歯冠修復物ではない。

また、保険点数も、歯冠修復物とは全く別個に算定されることになっている。した

がって、メタルコアの印象採得をもって、「最終的な治療としての歯冠修復」の着

手時点と見ることはできない。そして、この点については、甲第一四号証からも明

らかである。すなわち、甲第一四号証二一二頁の診療録には、いずれも左下五番及

び六番について、 

   「一〇日 メタルコアのための形成ｉｍｐ 

    一八日 メタルコアｓｅｔ  点数一七〇＋一九〇 

    二五日 被覆冠ｓｅｔ    点数五〇×二 」 

 と記載されている。右記載によると、右症例では左下五番及び六番について、一

〇日にメタルコアの印象採得が行われ、一八日にはメタルコアがセットされている。

そして、二五日になって被覆冠（歯周治療用装置）がセットされ歯周治療用装置と

しての保険請求が行われているのである。右事実は、メタルコアの印象採得やその

装着が行われた後に歯周治療用装置の装着が行われた場合であってもなお歯周治

療用装置としての保険請求が認められていることを示すものであり、したがって診

療報酬の算定においては、第一にメタルコアの印象採得をもって「最終的な治療と

しての歯冠修復」の着手時点と見ることはできないこと、第二にメタルコアの印象

採得後に装着された被覆冠（歯周治療用装置）の費用等はメタルコアの所定の費用

に含まれるものでないこと、を示すものと言わなければならない。 

３ ところで、原告が、本件歯周治療用装置を装着した経緯並びにその後の治療の

状況については、既に一項（「治療の経過（本件歯周治療用装置装着の経緯）」）

で述べた通りである。 

 すなわち、吉田真喜子については、平成七年六月六日、根の治療を完成させた後、

メタルコアーの印象採得を行い、歯周治療用装置（被覆冠）を装着した。そして、

同月一三日には、右歯周治療用装置を装着した前歯三本を含む四本の前歯に対して

歯冠修復を施すための（即ち、歯冠修復物である）硬質レジン前装冠の形の採得（印

象採得）を行い、同月二三日に前歯四本に対して歯冠修復物である硬質レジン前装

冠を装着した。したがって、原告が、吉田真喜子に対して、「最終治療としての歯

冠修復」に着手したのは、歯冠修復物である硬質レジン前装冠の印象採得を行った

平成七年六月一三日のことであり、本件歯周治療用装置（被覆冠）は平成七年六月

六日に装着されているのであるから、「最終的な治療として歯冠修復（及び欠損補



綴）を行うまでの間」に本件歯周治療用装置の装着が行われていることは明らかで

ある。 

 また、阿部悦子については、平成七年七月四日、右上のブリッジを除去し右上第

一大臼歯に歯周治療用装置を装着した。さらに、同月一二日には、第一小臼歯の土

台（メタルコア）の印象採得を行ない、同時に、第一小臼歯に歯周治療用装置を装

着し、前回装着した第一大臼歯の歯周治療用装置と連結し、ブリッジの歯周治療用

装置を完成させた。そして、同月一九日には、第一小臼歯にメタルコアを装着し、

欠損補綴物であるブリッジを製作するための印象採得を行なうとともに、歯冠修復

物である右上第二大臼歯の部分被覆冠及び右上犬歯の硬質レジン前装冠の印象採

得を行ない、同月二八日に、欠損補綴物であるブリッジと歯冠修復物である硬質レ

ジン前装冠（歯冠修復物）の装着を行なった。したがって、原告が、阿部悦子に対

して、「最終治療としての歯冠修復及び欠損補綴」に着手したのは、欠損補綴物で

あるブリッジを製作するための印象採得を行ないうとともに歯冠修復物である右

上第二大臼歯の部分被覆冠及び右上犬歯の硬質レジン前装冠の印象採得を行なっ

た七月二八日のことであり、本件歯周治療用装置（被覆冠）は平成七年七月四日及

びに七月一二日に装着されているのであるから、「最終的な治療として歯冠修復及

び欠損補綴を行うまでの間」に本件歯周治療用装置の装着が行われていることは明

らかである。 

三  本件被覆冠は、歯周治療用装置として保険点数が算定される要件を充足する 

１ 吉田真喜子について 

 既に述べたように、原告は、吉田真喜子について、平成五年一一日二〇日に治療

計画書を作成の上、一時治療の中断があったものの、歯周疾患並びに齲蝕の治療を

行なってきた。 

 そして、平成七年六月六日、右上一、二番及び左上一番の歯牙について被覆冠（歯

周治療用装置）を装着した（これが、本件において原告が歯周治療用装置として診

療報酬請求したにも拘らず、被告が減点査定した被覆冠である）。 

 原告が右被覆冠を装着したのは、次の理由、目的によるものであった。 

 原告は、この日、右三歯について根管充填の治療を行ない、メタルコア（支台に

する歯牙の歯冠部の実質欠損が大きい場合、所定の支台形態にするため金属鋳造体

により補足整形を行なうが、右鋳造体をメタルコア（鋳造コア－）と言う。要する

に、崩壊が著しい歯に対して冠を被せるために、歯に装着する金属の土台のことで

ある）の印象を採得した。そのため、メタルコアを装着するまで間、咬合の回復を

図るとともに、歯根膜の廃用性萎縮を防ぎさらには残存歯を保護する必要があった

ことから、被覆冠（暫間被覆冠）を装着することにしたものである。また、被覆冠

（暫間被覆冠）を装着することにより、歯ブラシ効果並びにマッサージ効果を高め

るという目的もあった。 

 その後、六月一三日に至って、右三歯及び五月二四日に歯周治療用装置としての

被覆冠を装着していた左上二番の歯牙に対してメタルコアを装着するとともに、硬

質レジン前装冠（唇面あるいは頬面に、硬質レジンを前装して、外観を審美的に装



った鋳造冠のこと。外観にふれる側を合成樹脂で覆った鋳造冠で、外観上天然の歯

と同様の色と形態をしている。主に前歯に装着されるものである）の印象を採得し

た。そして、右四歯について細菌感染を防ぎ、咬合及び歯列の変化を防ぐため被覆

冠を新たに作成し装着した。 

 そして、六月二三日に、右四歯について硬質レジン前装冠を装着した。 

 以上述べたとおり、原告は、平成五年一一日二〇日に治療計画書を作成の上、平

成七年六月六日に残存歯の保護と咬合の回復等を目的として被覆冠を装着した。そ

して、これらの被覆冠は、その後（六月二三日）に装着した被覆冠が最終的な治療

としての歯冠修復及び欠損補綴の一環として行なわれたものであるのに対し、最終

的な治療の一環としてではなくそれ以前の段階において行なわれたものというべ

きであることについては、二項３で述べたとおりである。 

 なお、治療計画書に基づく治療においてのみ診療報酬が算定される医療行為には、

「適応検査」「歯冠研磨」「歯科衛生士による実地指導」「精密検査」「歯周初期

治療」「歯周疾患指導管理料（・）」「再評価検査」「再評価検査後の歯石除去」

等がある。原告は、吉田真喜子に対してこれらの医療行為を実施し、これらに相当

する診療報酬を請求している（甲六号証）。これに対し、被告は、これらの医療行

為に対する診療報酬の算定を認め、これらに相当する診療報酬を支払っている。こ

のことは、被告自身が、吉田真喜子に対する原告の医療行為が治療計画書に基づく

ものであることを認めていることを示すものである。 

 従って、平成七年六月六日に装着された本件被覆冠は、二五号通知による「歯周

治療用装置」の要件を全て満たすものと言わなければならない。 

２ 阿部悦子について 

 既に述べたように、原告は、阿部悦子について、平成六年一二月一九日に治療計

画書を作成の上、歯周疾患並びに齲蝕の治療を行なってきた。 

 そして、平成七年七月四日に右上六番の歯牙について被覆冠を装着するとともに、

平成七年七月一二日には右上四番の歯牙及び五番の欠損部についてブリッジ形態

の被覆冠を装着した（これらが、本件において原告が歯周治療用装置として診療報

酬請求したにも拘らず、被告が減点査定した暫間被覆冠である）。 

 原告が、七月四日に右上六番の歯牙について被覆冠を装着したのは、次の理由、

目的によるものであった。 

 原告はこの日、右上六番の歯牙上の冠を切断除去し、同歯牙について齲蝕処置を

行なった。そのため、象牙質が露出することによる歯牙の疼痛を防止するとともに

感染を防止する必要があった。また、咬合の回復を図るとともに、歯根膜の廃用性

萎縮を防ぎさらには残存歯を保護する必要もあった。これらの必要から、被覆冠（暫

間被覆冠）を装着することにしたものである。また、被覆冠（暫間被覆冠）を装着

することにより、歯ブラシ効果並びにマッサージ効果を高めるという目的もあった。 

 また、原告が七月一二日に右上四番の歯牙及び五番の欠損部についてブリッジ形

態の被覆冠を装着したのは、次の理由、目的によるものであった。 

 この日、原告は、右上四番の歯牙についてメタルコアの印象を採得した。そのた



め、メタルコアを装着するまで間、咬合の回復を図るとともに、歯根膜の廃用性萎

縮を防ぎさらには残存歯を保護する必要があったことから、被覆冠（暫間被覆冠）

を装着することにしたものである。また、被覆冠（暫間被覆冠）を装着することに

より、歯ブラシ効果並びにマッサージ効果を高めるという目的もあった。 

 その後、七月一九日に至って、右上四番の歯牙についてメタルコアを装着すると

ともに、右上四番乃至六番の歯牙についてブリッジ（歯牙欠損部の補綴法の一種で、

一歯または数歯の欠如に対して、残存歯の歯冠及び歯根に支台装置を施し欠如部に

は欠如歯に近い人工歯を作り、これと支台装置とを連結して、その形態、機能、外

観を回復するもの。要するに、欠損部の両隣の歯に冠を被せることによって支えら

れる義歯のことをいう）の印象を採得した。そして、右三歯について歯の疼痛や細

菌感染を防ぎ、咬合及び歯列の変化を防ぐため被覆冠を新たに作成し装着した。 

 そして、七月二八日、右三歯についてブリッジを装着した。 

 以上述べたとおり、原告は平成六年一二月一九日に治療計画書を作成の上、平成

七年七月四日及び七月一二日に残存歯の保護と咬合の回復等を目的として被覆冠

を装着した。そして、これらの被覆冠は、その後（七月一九日）に装着した被覆冠

が最終的な治療としての歯冠修復及び欠損補綴の一環として行なわれたものであ

るのに対し、最終的な治療の一環としてではなくそれ以前の段階において行なわれ

たものというべきであることについては、二項３で述べたとおりである。 

 なお、吉田真喜子について述べたのと同様、原告は阿部悦子に対しても「適応検

査」「歯冠研磨」「歯科衛生士による実地指導」「精密検査」「歯周初期治療」「歯

周疾患指導管理料（・）」「再評価検査」「再評価検査後の歯石除去」など治療計

画書に基づく治療においてのみ診療報酬が算定される医療行為を施し、これらに相

当する診療報酬を請求している（甲六乃至七号証）。そして、被告は、これらの医

療行為に対する診療報酬の算定を認め、これらに相当する診療報酬を支払っている

のである。したがって、阿部悦子についても、これらの医療行為が治療計画書に基

づくものであることを被告自身が認めていることは明らかである。 

 従って、平成七年七月四日及び一二日に装着された本件被覆冠は、二五号通知に

よる「歯周治療用装置」の要件を全て満たすものと言わなければならない。 

 

第三 被告の主張に対する若干の反論 

   ここで、被告の主張に対して、若干の反論を行なっておく。  

一 歯周治療用装置は歯周治療の早期の段階で装着されなければならないとの主

張について 

１  被告は、「歯周治療において、歯周治療の効果を高めるために・・・・残存

歯の保護と咬合の回復のために行なう歯周治療用装置は大きな意義をもっている」

とし、「従って治療計画書に基づいて歯周治療をする場合、歯周治療用装置は歯周

治療の早期の段階において作製装着する必要がある」と主張している。また、被告

は、「算定告示及び保険発二五号通知も『・・・・歯周治療の早期の段階で・・・・

被覆冠又は床義歯を装着した場合にその点数を算定できるとしている』」とも主張



している。そして、原告の被覆冠の装着が歯周治療の早期の段階において行なわれ

ていないとして、右被覆冠が歯周治療用装置には当たらないとする根拠の一つにし

ている。 

２  しかし、「歯周治療において歯周治療用装置が大きな意義をもっている」と

しても、そのことから、何故「従って歯周治療用装置は歯周治療の早期の段階で作

製装着する必要がある」ことになるのであろうか。 

 歯周治療用装置は、残存歯を保護し咬合の回復をはかる目的で必要に応じて装着

されるものであって、歯周治療の早期の段階でのみ装着されるものではない。 

 被告は、自らの主張を裏付ける資料として乙第一八号証や同第一九号証を提出し

ているが、これらは、被告の主張とは逆に、歯周治療用装置は初診の段階から最終

治療の段階に至るまで装着することができる（必要がある）としており、歯周治療

の早期の段階でのみ装着すべきものとはしていない。 

３ また、算定告示及び保険発第二五号通知は「歯周治療用装置とは、治療計画書

に基づき最終的な治療として歯冠修復及び欠損補綴を行うまでの間、残存歯の保護

と咬合の回復のために行なう被覆冠又は床義歯をいう」と述べて「最終的な治療と

して歯冠修復及び欠損補綴を行うまでの間」に装着されたものについて保険点数を

認めており、被告が主張するように「歯周治療の早期の段階で」装着された場合の

み保険点数を算定できるとはしていない。被告の「算定告示及び保険発二五号通知

も『・・・・歯周治療の早期の段階で・・・・被覆冠又は床義歯を装着した場合に

その点数を算定できるとしている』」との主張は、明らかに事実に反するものと言

わなければならない。 

 さらに、現在歯周治療用装置に関する算定告示は変更されており、歯周治療用装

置について保険点数が認められるのは、歯周外科手術を行った場合に限られること

になった。つまり、歯周治療の早期の段階で歯周治療用装置を装着しても保険点数

は算定されず、歯周外科手術の段階で装着された場合にのみ保険点数が認められる

こととされた。これは、「最終的な治療として歯冠修復及び欠損補綴を行うまでの

間」として歯周治療用装置を装着する時期を広く認めていた取扱いを大幅に制限し、

歯周外科手術の段階に限ることにしたものである。そしてこのことは、歯科治療上、

歯周治療用装置は歯周治療の早期の段階でのみ装着されるものではなく、歯周外科

手術の段階でも装着されるものであることを示すとともに、「歯周治療用装置は歯

周治療の早期の段階で装着することは医学常識である」との被告の主張が根拠のな

い主張であることをも示している。 

二 「暫間被覆冠の費用はメタルコアの所定点数に含まれる」との主張について 

１ 被告は「メタルコアを製作するための印象採得などの費用は、メタルコア製作

のための一連の診療行為であると解されるから、当然、暫間被覆冠の費用もメタル

コアの所定点数に含まれる」と主張している。 

 しかし、「メタルコアを製作するための印象採得などの費用がメタルコア製作の

ための一連の診療行為である」ということから、何故「当然、暫間被覆冠の費用も

メタルコアの所定点数に含まれる」ということになるのであろうか。 



２ そもそも、メタルコアとは、支台にする歯牙の歯冠部の実質欠損が大きい場合

に、所定の支台形態にするために補足形成をする金属鋳造体のことを言う。これに

対し、暫間被覆冠や歯周治療用装置とは、残存歯の保護や咬合の回復あるいは食片

圧入の防止や細菌感染の防止などの目的で歯牙に装着される合成樹脂製の被覆冠

のことを意味する。したがって、メタルコアと暫間被覆冠ないし歯周治療用装置と

は、その材料や形態を異にしているだけでなく、装着する目的も内容も全く異にし

ている。従って、暫間被覆冠や歯周治療用装置の装着はメタルコア製作のための一

連の診療行為とは全く別の診療行為であることは明らかである。 

３ また、診療報酬の算定も両者は全く別のものとして取り扱われている。 

 さらに、算定告示は、「メタルコア （注）窩洞形成・印象採得・装着等の費用

を含むものとする」と規定している。これはメタルコアの費用としては、メタルコ

アの装着並びにメタルコア装着のための窩洞形成及び印象採得の費用のみが含ま

れることを意味するものである。 

 従って、歯周治療用装置や暫間被覆冠の費用等が、メタルコアの費用に含まれな

いことは算定告示上からも明らかであると言わなければならない。 

 そうである以上、暫間被覆冠や歯周治療用装置の費用がメタルコアの所定点数に

含まれるものでないことは、あまりに明らかであると言うべきである。そして、こ

のことは、既に第二、二、２（一六頁）において述べたように、甲第一四号証二一

二頁の診療録の記載からも明らかである。 

三 ｢本件被覆冠（歯周治療用装置）は治療計画書に基づくものとは言えない｣との

主張について  

 この点については、「第四」において述べることとする。 

 

第四 治療計画書について 

 被告は、本件治療計画書には歯周治療用装置の記載がないとして、本件歯周治療

用装置は治療計画書に基づくものとは言えないと主張している。しかし、以下に述

べるように、原告は、治療計画書を作成しており、この治療計画書に基づいてその

後の治療を行ない歯周治療用装置を装着しているのであって、被告の主張には理由

がない。 

一 本件治療計画書の記載内容について 

１ 吉田真喜子について 

（１）吉田真喜子の治療計画書（甲第六号証）には、右上一、二番及び左上一番の

歯に対する治療計画の内容として、「除石」（「除石（スケーリング）」とは、歯

面に付着している歯垢や歯石等の沈着物を除去することを言う）と「ＲＣＴ」（「Ｒ

ＣＴ」とは、歯の根管の治療を意味する）が記載されている。治療計画書に記載さ

れている事項はこの二項目であるが、「除石」及び「ＲＣＴ」という治療計画の記

載は、これらに伴って行われることが当然に予定されている具体的処置をも含むも

のとして理解されるべきものである。 

 「除石」に伴って行われることが当然に予定されている具体的処置の内容とその



手順は、次の通りである。 

 歯周組織検査→ハブラシ指導→歯垢や歯石等の除去→歯面の研磨→歯周組織検

査→メインテナンス 

 また、「ＲＣＴ」に伴って行われることが当然に予定されている具体的処置の内

容とその手順は、次の通りである。 

 古い冠の除去→歯冠部ならびに根管内の感染歯質の削除→暫間被覆冠（歯周治療

用装置）の装着→根尖周囲組織の消炎処置→根管内の消毒→根管内の人工材料によ

る充填封鎖→暫間被覆冠（歯周治療用装置）の装着→メタルコアーの印象採得・咬

合採得→暫間被覆冠（歯周治療用装置）の装着→メタルコアーの試適・調整・合着

→最終的冠の支台歯形成・印象採得・咬合採得→暫間被覆冠の装着→最終的冠の試

適・調整・合着→最終的冠のメインテナンス 

 なお、「除石」と「ＲＣＴ」の処置は並行しあるいは交錯しながら進められるこ

とになる。 

（２）本件においては、「除石」、「ＲＣＴ」という治療計画書の記載から前記各

具体的処置が行われることは当然に理解しうるものである。したがって、暫間被覆

冠（歯周治療用装置）の装着についても治療計画書上当然予定されているものと認

められるべきであり、本件暫間被覆冠（歯周治療用装置）の装着は治療計画書に基

づくものと言うことができる。 

 なお、実際に行なわれている治療計画書の記載としては、「除石」及び「ＲＣＴ」

に伴う具体的な処置内容をそれぞれの歯について全て記載することは困難である

ため、「除石」、「ＲＣＴ」といった簡潔な記載が行われている。また、保険点数

の算定においても「除石」、「ＲＣＴ」というような簡潔な記載で足りるものとし

て運用されていることについては後に述べるとおりである。 

２ 阿部悦子について 

（１）阿部悦子の治療計画書（甲第七号証）には、右上四番と右上六番の歯及び右

上五番欠損部の歯に対する治療計画の内容として、「除石」と「ブリッジの装着」

とが記載されている。阿部悦子の治療計画書に記載されている事項はこの二項目で

あるが、「除石」、「ブリッジの装着」という治療計画の記載は、これらに伴って

行われることが当然に予定されている具体的処置をも含むものとして理解される

べきものである。 

 「除石」に伴って行われることが当然に予定されている具体的処置の内容とその

手順は、吉田真喜子について述べたのと同様である。 

 また、「ブリッジの装着」に伴って行われることが当然に予定されている具体的

処置の内容とその手順は、次の通りである。 

 古いブリッジの除去→支台歯の感染歯質の削除→感染歯質を削除して形成され

る実質欠損部歯面の消毒→実質欠損部分の人工材料による補填→暫間被覆冠（歯周

治療用装置）の装着→最終的ブリッジの支台歯形成・印象採得・咬合採得→暫間被

覆冠の装着→最終的ブリッジの試適・調整・合着→最終的ブリッジのメインテナン

ス 



 なお、「除石」と「ブリッジの装着」の処置は並行しあるいは交錯しながら進め

られることになる。また、本件においては、右上四番の歯は、古いブリッジを除去

した際に根管内の感染が明らかになったことから、根管治療を行っている。 

（２）本件においては、「除石」、「ブリッジの装着」という治療計画書の記載か

ら前記各具体的処置が行われることは当然に理解できるものである。したがって、

暫間被覆冠（歯周治療用装置）の装着についても治療計画書上当然予定されている

ものと認められるべきであり、本件暫間被覆冠（歯周治療用装置）の装着は治療計

画書に基づくものと言うことができる。 

 なお、治療計画書の記載としては、「除石」や「ブリッジの装着」に伴う具体的

な処置内容をそれぞれの歯について全て記載することは困難であることから、「除

石」や「ブリッジの装着」という簡潔な記載が行われている。また、保険点数の算

定においても「除石」、「ブリッジの装着」というような簡潔な記載で足りるもの

として運用されていることについては後に述べるとおりである。 

二 治療計画書の記載内容並びに様式について 

１ 治療計画書の記載内容について 

 治療計画書とは、「臨床所見、症状の経過、評価、実施予定の療法及び療法上の

指導計画等が記載されているものをいう」（昭和六〇年二月一八日保険発第一一号）

とされている。 

 しかし、その記載については、「その後の疑義解釈通知により、『書』といった

形式にとらわれることなく、カルテのなかでも、別紙にでも、大掴みに診療の流れ

を記入し、それを念頭に診療を進めれば良いわけで、形式にとらわれることなく、

実用的なメモ書きでよいことになっ」（甲第一一号証 デンタルダイヤモンド増刊

号 VOL.15 NO.9 P17 ）ている。 

 したがって、治療計画書に個々の具体的な処置内容を詳細に記載する必要はない

ことになる。 

 また、実際に用いられている治療計画書の様式もそのほとんどが、次に述べるよ

うに、簡潔な記載を行う様式が採用されており、具体的な処置内容を詳細に記載す

る様式とはなっていない。 

２ 岩手県歯科医師会による治療計画書 

 岩手県歯科医師会が作成しその使用を推奨している治療計画書（甲第一二号証）

は、全顎を六分割した欄に番号（・Ｐー除石、・歯周ポケット掻爬、・早期歯周外

科手術、・Ｆｏｐ、・Ｇ－Ｅｃｔ、・補綴処置）を記載するという極めて簡潔な様

式である。 

 従って、岩手県歯科医師会の右治療計画書を使用している歯科医師は、治療計画

書には右・乃至・の番号を記載するのみで、それ以外の具体的処置を記載すること

はない（甲第一三号証）。従ってまた、歯周治療用装置に関する事項を記載するこ

ともない。そして、歯周治療用装置を装着した場合には、この様式の治療計画書に

基づいて歯周治療用装置に関する診療報酬の請求が行われ、これまでその請求は認

められてきているのである。このことは、保険点数の算定上、治療計画書の記載か



ら歯周治療用装置の装着が当然に予定されているものと理解されるものについて

は、治療計画書に歯周治療用装置の記載がない場合でも、治療計画書に基づくもの

として保険点数を算定していることを示すものである。 

３ 本件治療計画書の様式（歯周治療用カルテ）について 

 原告の治療計画書の記載様式は、昭和六一年に岩手県保険医協会が作成したもの

である。この様式は、保険医協会会員がＰ（・）型の歯周治療をできるだけ容易に

取り入れることができるように作成されたものである。そして、岩手県保険医協会

がこの様式を採用するにあたっては、昭和六一年三月に、当時基金の指導医療官で

あった菊地万之助医師の校正を受けるとともにその了承を受けて作成し採用した

ものである。なお、このカルテ様式は、昭和六一年六月二八日に開催された岩手県

保険医協会歯科部会主催の「よくわかる歯周治療研究会」において出席者に紹介・

配布され、全会員に対しては郵送にて紹介・配布されている。 

 したがって、原告の治療計画書の様式は、原告が独自に使用しているものではな

く、指導医療官の了承のもとに岩手県保険医協会が作成したものである。また、こ

の様式の治療計画書に基づいて、歯周治療用装置に関する診療報酬の請求が行われ、

これまで、その請求は認められてきていたものである。この事実は、保険点数の算

定上、治療計画書の記載から歯周治療用装置の装着が当然に予定されているものと

理解されるものについては、治療計画書に歯周治療用装置の記載がない場合でも、

治療計画書に基づくものとして保険点数を算定していることを示すものである。 

４ 治療計画書の具体的な記載例について 

 甲第一四号証は、デンタルダイヤモンド増刊号（VOL.11 NO.14 P204～212）に

紹介されている治療計画書の記載例である。また、甲第一一号証の三〇三頁以下は、

デンタルダイヤモンド増刊号（VOL.15 NO.9）に紹介されている治療計画書の記載

例である。いずれの場合も、これらの治療計画書に基づいて歯周治療用装置の診療

報酬請求が行われている。しかし、これらの治療計画書には、いずれも歯周治療用

装置の記載は存在していない。 

 甲第一四号証の症例は左下第一小臼歯及び第二小臼歯に対して「Ｃｒ」（鋳造冠）

と記載されており、鋳造冠の装着が予定されている以上、当然に暫間被覆冠（歯周

治療用装置）の装着も予定されている症例である。それにもかかわらず、この治療

計画書に歯周治療用装置の装着の記載が行われていないのは、「Ｃｒ」という治療

計画書の記載から、この処置に伴って歯周治療用装置の装着が行われることが当然

に理解できるからである。なお、この症例では、治療計画書に歯周治療用装置の装

着の記載が存在していないにもかかわらず、診療報酬の請求が行われている(二一

三頁)。これは、治療計画書の記載から歯周治療用装置の装着が当然に予定されて

いると理解されるものについては、治療計画書に歯周治療用装置の記載がない場合

でも、「治療計画書に基づく」ものとして保険点数が算定されていることを示すも

のである。 

 また、甲第一一号証三〇三頁以下の症例は、右下五番乃至七番の暫間被覆冠（歯

周治療用装置）を治療計画書の作成以前に装着した症例であり、この場合について



も診療報酬の請求が行われている（三一三頁）。この場合の診療報酬の算定は、算

定告示（乙第九号証）の歯科診療報酬点数表の「第二章特掲診療料」「第八部処置」

「第一節処置料」(その他の処置)の「Ｉ ０１８歯周治療用装置」の項の（４）に

おいて認められている。このように算定告示が、治療計画書を作成する以前の段階

で装着した歯周治療用装置の診療報酬請求を認めているのは、治療計画書に歯周治

療用装置の記載がなくとも、カルテ等の記載から歯周治療用装置の装着の必要性を

理解することができるからにほかならない。このように、算定告示が、治療計画書

に歯周治療用装置の記載がなくともカルテ等の記載から歯周治療用装置の装着の

必要性が理解される場合については診療報酬請求を認めている以上、治療計画書の

記載それ自体から歯周治療用装置の必要性が理解される場合について診療報酬が

認められるべきことは当然のことと言わなければならない。右算定告示の定めはこ

の趣旨をも示すものというべきである。 

三  以上述べたように、治療計画書は簡潔な記載を行うことで足りるとされている。

そして、治療計画書の記載から歯周治療用装置の装着が当然に予定されていると理

解することができる場合には、歯周治療用装置装着の処置は治療計画書に基づくも

のとして、診療報酬請求（保険点数の算定）が認められるべきであり、また実際に

も認められてきたものである。 

  本件においては既に述べたように、治療計画書の記載から歯周治療用装置の装

着が当然に予定されていると理解することができるのであるから、本件歯周治療用

装置の装着は「治療計画書に基づく」ものというべきである。 

  

第五 鴨井証言について 

一 鴨井証人の証言能力について 

 鴨井証人は、「算定告示・通知の制定にかかわったことはない。」（同人の証人

調書三七丁表）、「算定告示とかそういうものは、原告は、はっきり言って知りま

せん。」（同三八丁裏）「原告、保険のルールはよく分かりません。」（同七三丁

裏）と証言している。本件は、保険点数の算定が争点とされている事件である。そ

れにもかかわらず、保険点数やその算定のルールについて全く知識がないというの

では、鴨井証人は本件の証人としてはほとんど意味がないと言うほかはない。 

二 暫間被覆冠及び歯周治療用装置に関する証言について 

 鴨井証人は、暫間被覆冠について、「暫間被覆冠というのは、保険用語と言うん

でしょうか、テックというような言葉で呼んでおりますけど、歯周病とは、原告は

余り関係ないと思うんですね。………歯周病治療用の装置とは違うというふうに考

えております」（同人の証人調書一九丁裏、二〇丁表）と証言している。 

 しかし、暫間被覆冠は、英語で「temporary crown」と称し、保険用語（診療報

酬算定規則上の用語）ではなく国際的に通用する歯科の学術用語であり、また国際

的に著名な歯周病学の教科書であるシュールーガーの最新歯周治療学六〇三頁（甲

第一七号証）において、「テンポラリークラウン（暫間被覆冠）を使用する目的は、

形成を終わった歯の保護と歯肉の治療を促進することにある」と記載されているよ



うに、暫間被覆冠は、歯周病の治療と重要な関連性を有している。従って、証人の

証言は、歯科医学的に誤っているというほかはない。 

 また、鴨井証人は、歯周治療用装置という用語は歯科医学辞典にも載っている学

術用語である（同人の証人調書四六丁表、七三丁裏）旨の証言を行なっている。 

 しかし、現在市販されている歯科関係の用語集・辞典類には「学術用語集歯学編」

文部省と日本歯科医学会発行、「歯周病学事典」クインテッセンス出版、「新歯学

大事典」永末書店、「歯科医学大事典」医歯薬出版、「臨床歯科用語集」金原出版、

「新常用歯科辞典」医歯薬出版等があるが、これらの用語集や辞典類には「歯周治

療用装置」という用語は掲載されておらず、もちろんその歯科医学的解説も存在し

ていない。このことは、「歯周治療用装置」という用語が、歯科医学における学術

用語ではなく、単なる保険用語（診療報酬算定規則上の用語）であることを示すも

のである。   

 そもそも、歯周治療用装置と暫間被覆冠とは構造的には同じものである。新常用

歯科辞典によると、「暫間被覆冠」は、「各種の歯冠補綴物を施すとき、支台形成

の途中または支台形成後補綴物を装着するまでの間、有髄歯における歯髄の保護、

支台歯の歯質の保護、咬合および歯列の変化を防ぐために、支台歯に暫間的に装着

される冠をいう。」とされており、「歯周治療用装置」もこの「暫間被覆冠」に含

まれるものである。つまり、暫間被覆冠のうち、Ｐ・型歯周治療に際して装着され

診療報酬算定規則上保険点数が算定されるものを「歯周治療用装置」と呼んでいる

に過ぎないのである。 

 以上述べたように、鴨井証人の証言は、明らかに誤っていると言わざるをえない。 

三 歯肉炎改善期間について 

１ 鴨井証人は、原告が被覆冠を装着後硬質レジン前装冠の装着まで一週間程度の

期間しか存在しておらず、かかる短期間の被覆冠の装着では歯肉の改善が図られる

はずはなく、したがって右被覆冠は歯周治療を目的とした歯周治療用装置ではあり

得ないかのごとき証言を行なっている（同人の証人調書二五丁表、裏、三四丁裏）。

さらに、鴨井証人は、「歯周治療用装置の要件として、一ヵ月から数ヶ月にわたっ

て装着する必要がある」とし、歯周組織の改善に一ヶ月から数ヶ月を要するとする

根拠として、「エキスペリメンタル・ジンジバイテス・インマン」（「 Experimental 

Gingivitis in Man 」）と題する論文を紹介し、「実験的な歯肉炎というのがデン

マークの王立歯科大学でやった例があり」、その実験では「歯肉炎を直すのに二週

間から三週間を要している」のであるから「歯肉炎を直すための目安として一ヵ月

は必要であると考えている」旨証言している（同人の証人調書五二丁表乃至五四丁

表）。 

２  鴨井証人が引用した研究論文は、一九六五年に、Harald Loe 「Journal of 

Periodontology 」という雑誌に発表した「 Experimental Gingivitis in Man 」

と題する論文である（Loe H, Theilade E and Jensen B: Experomental gingivitis 

in man. Journal of Periodontology 1965; 36: 177-187.）（甲第一五号証、同一

六号証）。その論文の要旨は次の通りである。 



 「目的：この研究の目的は、口腔内を清潔にするための積極的な努力をすべて停

止することにより、健康な歯肉の患者に歯肉炎の発症を試みることであり、その結

果として細菌叢や歯肉の中で生じる変化の経過を検討することである。 

 方法：被験者は、一二名である。被験者に口腔衛生を停止させて、歯肉の状態を

経時的に観察し、同時に歯肉辺縁部付近に付着した歯垢を細菌学的に観察した。そ

の後、口腔衛生を再開し、さらに歯肉と歯垢を同様に観察した。 

 結果：口腔衛生を停止して一〇日～二一日間経過した後、全員に歯肉炎が生じた。

口腔衛生を再開して二～三日後に、すべての被験者は健康な歯肉を取り戻した。細

菌学的実験は、歯肉辺縁部付近の細菌数増加と細菌叢の構成変化を明らかにした。 

 結論：口腔衛生の停止は、歯垢の蓄積と歯肉炎の発症を引き起こす。歯肉炎は、

口腔衛生を停止して一〇～二一日で発症する。 

 歯垢が成熟する過程の中で細菌叢が継続的に変化する。細菌歯垢の除去は歯肉炎

を解消させる。」 

 そして、この論文の DISCUSSION において、著者は以下の見解を示している。 

 「結局、この実験は細菌歯垢の除去が 歯肉炎を解消させるという臨床的経験を

認証した。口腔衛生を再開した後二～三日の内に、すべての被験者は実験を開始前

よりさらに健康的な歯肉を持つに至った。」 

 従って、この論文は、鴨井証人の見解（歯肉の炎症が収まるのは一ヶ月以上かか

る）の根拠とはなり得るものではない。そればかりか、鴨井証言とは逆に「歯肉の

炎症は、口腔衛生を再開することにより、二～三日間で改善した」という事実につ

いて言及しているのであるから、「歯肉の炎症が収まるのは一ヶ月以上かかる」と

いう鴨井証言は、この実験結果から見てもの誤りであるということになる。 
 


